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１ 目的 

港区では、 地域の子育て家庭の親と その子ど も が集える 場を 提供し 、 子育て親子の相互交

流の促進及び育児不安等に関する 相談、 援助等を 行う 「 子育てひろば事業」 を 実施し ていま

す。  

芝浦港南地区において、子育てひろば事業を 実施し ている「 子育てひろば（ あっ ぴぃ 台場）」

について、 現事業者によ る 業務委託期間が令和５ 年３ 月３ １ 日で終了する ため、 改めて運営

事業者を 募集する も のです。  

運営事業者の募集にあたっ ては、 よ り 質の高いサービ ス を 行う ため、 民間事業者、 社会福 

祉法人、 特定非営利活動法人を 対象にプロ ポーザル方式によ り 選考し ま す。  

 

２ 事業概要 

（ １ ） 件  名  

子育てひろば（ あっ ぴぃ 台場） 運営業務委託 

（ ２ ） 履行期間 

令和５ 年４ 月１ 日から 令和６ 年３ 月 31 日ま で 

※契約は単年度です。令和９ 年度ま での契約については、適正な事業運営がなさ れてい

る と 認めら れる 場合に限り 、 事業候補者と し て推薦し ま す。  

（ ３ ） 事業規模 

   子育てひろば（ あっ ぴぃ 台場） 1, 983 万円（ 税込み） ま でと し ま す。  

※こ の金額は契約時の予定額を 示すも のではなく 、 事業の規模を 示すためのも のであ

る こ と に留意し てく ださ い。ま た、提案は上記金額を超えないも のと し ま す。なお、

事業規模を 超えての提案を 行っ た場合は、 失格と し ま す。  

※ 遊具・ 日常用品・ 事務用品（ 1 点税込み 50, 000 円未満）、 小修繕、 事業に係る 保険

については、 委託料から 事業者が支出し ま す。 電話・ FAX・ イ ンタ ーネッ ト 等の通信

回路については、 運営事業者が NTT 等の通信事業者と 協議の上設置する こ と と し 、

費用は運営事業者の負担と し ま す。 なお、 備品( 1 点税込み 50, 000 円以上) 、 公共料

金（ 電気・ ガス ・ 水道）、 工事費、 修繕費については、 区が負担し ま す。  

※ 運営の詳細については、 事業開始前に区と 受託予定者で協議し 決定し ま す。 ま た、 

事業開始後も 適正な運営を 図る ため、 区と 事業者は定期的に協議を 行いま す。  

（ ４ ） 事業内容 

「 港区子育てひろば事業実施要綱」 に基づく 、 子育てひろば（ あっぴぃ 台場） の運営  

※詳し く は、「 項番４  事業実施内容」 及び「 別紙１  仕様書」 を参照し てく ださ い。  

 

３ 実施場所 

（ １ ） 実施場所 子育てひろばあっ ぴぃ 台場 

（ ２ ） 所 在 地 港区台場一丁目 7 番 1 号 アク アシティ お台場４ 階 

        ※平面図は芝浦港南地区総合支所管理課窓口で配布し ま す。  

（ ３ ） 施設規模 建物構造 鉄骨鉄筋コ ンク リ ート 造 地上６ 階 地下１ 階 

敷地面積 25, 100. 00 ㎡ 

延床面積 94, 000. 00 ㎡ 

専有面積   86. 18 ㎡ 
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（ ４ ） 開 設 日 平成２ ０ 年８ 月２ ０ 日 

 

４ 事業実施内容 

あっぴぃ 台場（ 子育てひろば事業）  

（ １ ） 委託する 業務内容 

「 港区子育てひろば事業実施要綱」 に基づき 、 実施し ま す。  

①子育て親子の交流の場の提供と 交流促進 

②子育て等に関する 相談、 援助の実施 

③地域の子育て関連情報の提供 

④子育て及び子育て支援に関する 講習等の実施 

⑤子育てサーク ルへの支援 

⑥その他区長が必要と 認めたも の 

（ ２ ） 利用時間 

午前１ １ 時から 午後６ 時ま で 

（ ３ ） 休業日 

・ 年末年始（ １ 月１ 日から 同月３ 日ま で及び１ ２ 月２ ９ 日から 同月３ １ 日ま で）  

・ 施設点検日 

・ アク アシティ お台場休館日 

（ ４ ） 対象者 

原則と し て区内に在住する おおむね３ 歳未満の児童およ び保護者 

（ ５ ） 利用定員 

２ ０ 組程度 

（ ６ ） 利用料金 

無料と し ま す。 ただし 、 イ ベント 開催時における 実費相当分については区と 協議 

の上、 参加者から 徴収する こ と ができ ま す。  

（ ７ ） 利用実績（ 参考）  

過去の実績を 参考に、 利用者を 見込んでく ださ い。  

年度 30 元 ２  ３  

延べ利用者数（ 人）  7, 878 7, 581 2, 494 3, 708

※１  新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大防止のため、 子育てひろ ばの利用を 令和２ 年３

月２ ８ 日から 令和２ 年６ 月１ ８ 日ま で休止し ま し た。  

※２  新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大防止のため、 令和２ 年６ 月１ ９ 日から 令和３ 年

１ １ 月７ 日ま で、 時間と 人数等一部利用を 制限し 、 予約制で実施し ま し た 

 

５ 参加資格 

   本件プロ ポーザルに参加する 者（ 以下「 プロ ポーザル参加者」 と いう 。） の参加資格要 

件は、 以下の要件を全て満たす者と し ま す。 各要件は、 参加表明書提出日を 基準日と し  

ま す。 ま た、 共同事業体を結成し 、 参加申請する 場合、 構成する 全ての事業者が参加資 

格に該当する こ と が必要です。  

なお、 区は、 本件プロ ポーザルの実施期間中又はプロ ポーザルによ る 選考後契約締結 

日ま での間においていずれかの要件を 欠く こ と と なった者に対し て、 プロ ポーザルの参 
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加資格を 取消し 、 又は契約を 締結し ない場合があり ま す。  

（ １ ） 港区物品買入れ等競争入札参加資格を 有する こ と 。  

（ ２ ）地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４ に該当する 者でないこ と 。  

（ ３ ） 経営不振の状態（ 会社更生法（ 平成 14 年法律第 154 号） 第 17 条第１ 項に基づき 更 

生手続開始の申立てを し たと き 、 民事再生法（ 平成 11 年法律第 225 号） 第 21 条第１  

項に基づき 再生手続開始の申立てを し たと き 、 手形又は小切手が不渡り になったと き  

等。） にないこ と 。  

（ ４ ） 港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（ 平成 16 年７ 月 30 日 16 港政契第 23 

8 号） に基づく 指名停止の措置を 受けていないこ と 。  

（ ５ ） 港区の契約における 暴力団等排除措置要綱（ 平成 24 年１ 月 26 日 23 港総契第 1157 

号） に基づく 入札参加除外措置を 受けていないこ と 。  

（ ６ ） 子育て支援事業の実施ま たは、 子育て支援施設の管理運営の実績を 有する こ と 。  

（ ７ ） 施設長は、 保育士、 幼稚園教諭資格取得者等の「 児童福祉施設の設備及び運営に関

する 基準」 第３ ８ 条第２ 項に該当する 者で、 保育園等の勤務経験（ ３ 年以上） の常

勤職員と する こ と 。  

（ ８ ）区外事業者がプロ ポーザルに参加する 場合、原則と し て区内事業者と 共同する こ と 。  

共同事業体を 構成する （ 代表企業ではない） 構成員のみ区内事業者であっ た場合、 ま  

たは、やむを得ず、区外事業者のみで参加申請する 場合は、加点対象と はなり ま せん。  

※区外事業者の区内事業者と の共同 

港区では、 区が発注する 契約において、 区内事業者の受注機会の拡大を 図る 取組を 

推進し ており 、区外事業者がプロ ポーザルに参加する 場合、「 区内事業者と 共同する  

こ と 」 を 参加条件と し ていま す。 区内事業者が単独で参加し たと き 、 又は、 区内事  

業者と 区外事業者で共同事業体を 構成し て参加し た場合に代表企業が区内事業者で

ある と き 、 一次審査において、 評価点を 優遇し ま す（ ※詳細は、 別紙２  港区子育て

ひろば（ あっ ぴぃ ） 台場運営事業候補者選考基準を参照し てく ださ い。）。  

（ ９ ） 本店、 支店、 事業所等のいずれかが、 東京都、 神奈川県、 埼玉県、 千葉県内のいず 

  れかにある 法人又はその他の団体である こ と 。  

（ 10）「 別紙１  仕様書」 に記載し ている 業務を 適切に遂行する こ と が可能な豊富な実績と  

運営・ 実施体制を有し ている こ と 。  

 

６ 選考スケジュール（予定） 

事項 日程 

募集要項の公表・ 配布期間 
令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から  

令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火） 午後５ 時ま で 

現地見学会 令和４ 年１ １ 月９ 日（ 水）  

募集要項に対する 質問受付期限 令和４ 年１ １ 月１ １ 日（ 金） 午後５ 時ま で 

質問一斉回答 令和４ 年１ １ 月１ ８ 日（ 金）  

参加表明書・ 企画提案書等提出期限 令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火） 午後５ 時ま で 



 4 

第一次審査（ 書類審査） 結果通知 令和４ 年１ ２ 月１ ５ 日（ 木）  

第二次審査（ プレ ゼン テーショ ン 及

びヒ アリ ング）  
令和４ 年１ ２ 月２ ７ 日（ 火）  

第二次審査結果通知 令和５ 年１ 月１ ０ 日（ 火）  

契約手続き  令和５ 年１ 月以降 

業務委託開始 令和５ 年４ 月１ 日（ 土）  

 

７ 現地見学会の開催 

（ １ ） 日時・ 場所 

日  時 令和４ 年１ １ 月９ 日（ 水) 午後２ 時から  

場  所 あっ ぴぃ 台場 

集合場所 あっ ぴぃ 台場入口 

（ ２ ） 参加申し 込み方法等 

  ア 参加申し 込み方法 

    別紙３ 「 現地見学会参加申込書」 に必要事項を 記入し 、「 16 担当・ 連絡先」 あてにメ

ールで提出し てく ださ い。 参加者数は、 会場の都合上、 １ 事業者２ 名以内でお願いし

ま す。（ 申し 込み状況によ っ ては、 １ 名にし ていただく 場合があり ま す。）  

   ※現地見学会の対象者は、 申込書に氏名の記載がある 方のみです。 申し 込み内容に変

更等がある 場合は、 事前に「 16 担当・ 連絡先」 あてに必ずご連絡く ださ い。  

   ※送信未達を 防ぐ ため、 必ず電話にて確認の連絡を入れてく ださ い。  

  イ  受付期間 

令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から １ １ 月８ 日（ 火） 午後５ 時ま で 

  ウ  見学時における 注意事項 

   ・ 会場の様子を 写真・ 動画等で撮影する 場合、 個人情報保護の観点から 、 利用者等の

顔や氏名が特定でき る よ う な撮影は禁止し ま す。  

   ・ 利用者への質問や運営の妨げになる よ う な行為はご遠慮く ださ い。  

   ・ 不織布マス ク の着用をお願いし ま す。  

 

８ 配布書類等 

（ １ ） 配布場所 

配布書類は、 港区ホームページから ダウ ンロ ード し てく ださ い。  

なお、 施設平面図のみ、「 16 担当・ 連絡先」 に記載の芝浦港南地区総合支所管理課窓口

にて配布し ま す。  

ア ホームページ掲載 

令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から 令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火） ま で 

イ  窓口配布期間（ 平面図）  

令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から 令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火） ま で 

午前９ 時から 午後５ 時ま で（ 土・ 日・ 祝日を 除く ）  
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（ ２ ） 配布書類 

ア プロ ポーザル実施関係 

①  募集要項 

② 【 別紙１ 】 仕様書 

③ 【 別紙２ 】 港区子育てひろば（ あっ ぴぃ ） 台場運営事業候補者選考基準 

④ 【 別紙３ 】 現地見学会参加申込書 

⑤ 施設平面図 ※芝浦港南地区総合支所管理課窓口にて募集要項配布期間中に配付し

ま す。  

イ  提出資料関係 

① 【 様式１ 】 質問書 

② 【 様式２ 】 参加表明書兼参加資格審査申請書 

③ 【 様式３ 】 共同事業体構成書 

④ 【 様式３ －２ 】 共同事業体協定書兼委任状 

⑤ 【 様式３ －３ 】 委任状 

⑥ 【 様式４ 、 ４ －２ 】 同種・ 類似施設又は事業の運営実績 

⑦ 【 様式５ 】 運営提案書表紙 

⑧ 【 様式５ －１ 】 運営提案書（ 基本理念）  

⑨ 【 様式５ －２ 】 運営提案書（ 管理運営）  

⑩ 【 様式５ －３ 】 運営提案書（ 事業内容）  

⑪ 【 様式５ －４ 】 運営提案書（ 安全対策・ 危機管理）  

⑫ 【 様式６ 】 プロ ポーザル参加辞退届 

 

９ 質問書の受付・回答 

（ １ ） 受付期限 

令和４ 年１ １ 月１ １ 日（ 金） 午後５ 時 

（ ２ ） 受付方法 

【 様式１ 】 質問書に必要事項と 質問を 記入の上、「 16 担当・ 連絡先」 ま でメ ールで提

出し てく ださ い。提出する 場合は、送信未達を防ぐ ため、必ず確認の電話を 入れてく ださ

い。  

（ ３ ） 回答方法 

   令和４ 年１ １ 月１ ８ 日（ 金） に、 全ての質疑に対する 回答書を 港区ホームページで公

表し ま す。 なお、 回答の際、 質問者は公表し ま せん。 ま た、 意見の表明と 解さ れる も のや

質疑の内容（ 質問内容が不明瞭なも の等） によ っ ては回答し ない場合があり ま す。  

 

１０ 運営提案書等の提出 

（ １ ） 提出受付期間 

   令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から 令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火）   

   ※午前９ 時から 午後５ 時ま で（ 土・ 日・ 祝日を 除く ）  

   ※事前に電話予約の上、 来所し てく ださ い。  

（ ２ ） 提出先 

   ※「 16 担当・ 連絡先」 に記載のと おり  
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（ ３ ） 提出方法 

直接、 担当へ持参し てく ださ い。  

（ ４ ） 提出資料 

応募する 事業者は、 Ⅰ応募申込書類、 Ⅱ運営提案書を 提出し てく ださ い。  

なお、 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

※ 参加表明書提出日（ 基準日） 時点で港区競争入札参加資格登録事業者について契約 

管財課に手続き 中の場合は、 事前に「 16 担当・ 連絡先」 へご相談く ださ い。  

 

Ⅰ 応募申込書類 

資料

番号 
提出書類 様式 

提出部数 

正本 副本

１  参加表明書兼参加資格審査申請書 様式２  １  ― 

＜共同事業体を結成し 、 参加申請する 場合＞  

１  ― 

ア 共同事業体構成書 様式３  

イ  共同事業体協定書兼委任状 様式３ -２  

ウ  委任状（ 代理人が契約権限を 有する 場合のみ）  様式３ -３  

エ 登記簿謄本 ― 

２  物品買入れ等競争入札参加資格審査受付票（ 写）  

※「 港区における 競争入札参加者の選定に係る 区内事業

者の認定基準」 によ り 、 区内事業者の認定を受けてい

る 事業者は「 区内事業者認定通知」 を添付する こ と 。

― １  ― 

３  定款又は寄付行為（ 最新のも の）  ― １  ― 

４  地域貢献活動項目（ 該当する 場合のみ提出）  

加点対象と なる 地域貢献活動項目がある 場合は、 各項目

指定の提出書類 

※【 別紙２ 】 港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営事

業候補者選考基準を参照。  

－ １  ― 

５  

 

 

 

 

 

 

 

事業者概要 

※共同事業体を結成し 、 参加申請する 場合は、 構成する

全ての事業者について提出し てく ださ い。  

ア 事業者の概要（ パンフ レ ッ ト でも 可）  

イ  事業経歴・ 実績  

ウ  事業者の基本的事項  

・ 代表者の履歴書  

・ 役員（ 公益法人の場合は理事・ 評議員） の構成・ 氏

名、 職員の構成（ 正・ 契約・ パート ）  

・ 法人運営に関する 基本的な考え方、 理念 

― 

 

１  

 

８  
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６  同種・ 類似施設又は事業の運営実績 

ア 施設又は事業の運営状況（ 基準日： 令和４ 年４ 月

１ 日）  

・ 事業内容、 規模（ 定員、 延床面積）、 職員配置等の

状況、 施設の構成など  

様式４  

 

 

 

 

１  

 

 

 

 

 

 

 

 

８  

 

 

 

 

イ  代表的な同種又は類似施設の運営・ 管理実績 

・ 本公募事業と 同種又は特に類似し ている 施設・ 事

業について、 名称・ 所在地・ 規模、 運営形態、 特色

ある サービス 内容等（ 未就学児を 対象と し た施設・

事業３ 件以内）  

様式４ -２  

 

Ⅱ 運営提案書について 

提案にあたっては、 定員を基に職員体制、 経費の算定等を 行っ てく ださ い。  

資料番号 提出書類 様式 

提出部数

正

本

副

本 

― 運営提案書（ 表紙）  様式５  １ ８  

１  基本理念 

( 1)  事業展開にあたっての考え方・ 基本方針について 様式５ -１ ( 1)  
１ ８  

( 2)  乳幼児の健全育成の考え方・ 取組について 様式５ -１ ( 2)  

２  管理運営 

( 1)  
責任者（ 施設長候補者） の経歴について 

（ 勤務し た実績）  
様式５ -２ ( 1)  

１ ８  

( 2)  

責任者・ 職員の配置について 

（ 配置数、 常勤（ 週５ 日以上勤務）、 非常勤／正規・

非正規の別）  

様式５ -２ ( 2)  

( 3)  

勤務体制について 

①月～金曜、 ②土曜③日曜に分けて作成し てく だ

さ い。  

様式５ -２ ( 3)  

( 4)  

人材確保・ 職員採用、 人材育成（ 研修）、 職員の定

着について 

①人材確保・ 職員採用について（ 採用資格、 実務経

験、 雇用形態、 賃金等）  

②職員の人材育成について（ 研修体制・ 期間・ 内容

の具体的な提案、職員間における 連携・ 協力のため

の取組、 その他独自の取組）  

③職員の定着のための考え方や取組 

様式５ -２ ( 4)  

( 5)  
職員の欠勤・ 欠員の事態への対応や補充の流れにつ

いて（ 業務担当者が事故等によ り 不在と なった場合
様式５ -２ ( 5)  
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に、担当者と 同等の人員を 配置する など 、事業の継

続性を 担保する 貴社の体制を 明記し てく ださ い。）

（ 6）  

マニュ アルの整備について 

①マニュ アル名の一覧 

※別紙と し て、マニュ アルごと の目次を添付し てく

ださ い。  

②マニュ アル本文 

※マニュ アルには最終更新日を入れてく ださ い。  

※提案書類の綴り と は別のフ ァ イ ルで提出し てく  

ださ い。  

様式自由 

３  事業内容 

( 1)  
※可能な限り 具体的な提案を し てく ださ い。  

年間事業計画について 
様式５ -３ ( 1)  

１ ８  

( 2)  子育て相談、 援助について 様式５ -３ ( 2)  

( 3)  

在宅子育て支援について（ 父親等の育児参加や外国

人への支援、 子育て関連情報の提供、 生活支援・ 子

育て講座等を 含めた具体的な提案）  

様式５ -３ ( 3)  

( 4)  
地域の子育て家庭の交流促進や子育てサーク ルへ 

の支援について具体的な提案について 
様式５ -３ ( 4)  

（ 5）  

保護者と の関わり （ 対応） の考え方・ 取組（ 苦情解

決・ サービ ス 向上の取組及び利用者の意見を 反映し

た仕組みに関する こ と を含む） について 

様式５ -３ ( 5)  

（ 6）  
障害のある 乳幼児への配慮についての考え方・ 取組

について 
様式５ -３ ( 6)  

（ 7）  虐待が疑われる 乳幼児への対応について 様式５ -３（ 7） 

（ 8）  

乳幼児の人権・ 多様性に配慮し た事業運営について

（ 性的マイ ノ リ ティ 、 多言語及び多文化への配慮、

人権に配慮し た適切な児童への接し 方について）  

様式５ -３ ( 8)  

（ 9）  
同種類似の近隣施設、 地域や地元町会等と の連携・

協力について 
様式５ -３ ( 9)  

４  安全対策・ 危機管理 

( 1)  
事故・ 災害発生時の対応、 区や関係機関への報告・

連絡体制について 
様式５ -４ ( 1)  

１ ８  
( 2)  個人情報の適切な取り 扱いに関する 取組について 様式５ -４ ( 2)  

 （ 3）  
※可能な限り 具体的な提案を し てく ださ い。  

日常的な乳幼児の活動の安全確保の取組について 様式５ -４ ( 3)  

（ 4）  乳幼児の健康管理・ 施設の衛生管理（ 新型コ ロ ナウ 様式５ -４ ( 4)  
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ィ ルス 感染症を はじ めと し た感染症対策含む）の取

組について 

５  受託に関する 経費（ 見積書）  

 

令和５ 年度事業運営費（ 総額） について、 以下の

内訳がわかる よ う に作成し てく ださ い。  

・ 人件費（ 職員数、 常勤・ 非常勤別の職員の時給

単価、 年間給与、 年間賞与、 法定福利費等を明

示する こ と ）  

・ 事業費（ 消耗品費、損害賠償保険費、通信費 等）

・ その他経費 

本部経費は必ず内訳を 記載し てく ださ い（ 一 

括計上不可）。  

※以下のよ う に詳細な内訳を 明記のこ と 。  

事務管理経費 

本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る 人件費、会

議費、 出張費等 

運営費 

本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る シス テム 

維持管理費、 賃借料、 光熱水費、 リ ース 料等 

※各項目、内訳について、消費税の課税対象経

費（ 税率）、 非課税対象経費がわかる よ う に 

記載する こ と 。  

様式自由 １ ８  

 

 

（ ５ ） 提出部数 

ア 提出資料： 上記（ ４ ） のと おり  

イ  提出資料（ 正本） データ を 格納し たＣ Ｄ －Ｒ 等（ マニュ アル名一覧及び本文につい  

ては、 副本データ も 格納し てく ださ い。）： １ 枚 

（ ６ ） 留意事項 

ア 提出書類は、 原則Ａ ４ 判タ テ１ 枚、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um、  

文字ポイ ント は 11pt  以上で作成（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている  

も の、 様式自由の書類、 パンフ レ ッ ト 類を 除く 。） し 、 Ⅰ応募申込書類（ すべて片面使

用（ 様式自由の書類、 パンフ レ ッ ト 類を除く 。）、 Ⅱ運営提案書（ 様式５ 及び様式５ －２

（ １ ） は片面使用、 それ以外の様式は両面使用可（ 様式自由の書類、 パンフ レ ッ ト 類を

除く 。） を それぞれ１ つのフ ァ イ ル（ ２ 穴フ ァ イ ル） に左綴じ にし てく ださ い。  

イ  副本は、 すべてのページ( 表紙を 含む。 ) に、 事業者名（ 協力事業者名を 含む。） を 特 

 定でき る 部分（ 社名、 マーク 等） を マス キング（ 黒塗り ） の上、 提出し てく ださ い。  

ウ  Ⅰ応募申込書類を 綴っ たフ ァ イ ルの表紙と 背表紙には「 港区子育てひろばあっ ぴぃ

台場運営事業候補者応募申込書類」 と「 正本」「 副本」 の別を 記入し てく ださ い。ま た、

正本には、 表紙に「 事業者名」 を 記入し てく ださ い。  
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エ Ⅱ運営提案書を 綴っ たフ ァ イ ルの表紙と 背表紙には「 港区子育てひろ ばあっ ぴぃ 台

場運営提案書」 と 「 正本」「 副本」 の別を 記入し てく ださ い。 ま た、 正本には、 表紙

に「 事業者名」 を 記入し てく ださ い。  

オ Ⅱ運営提案書２ （ 6） のマニュ アル本文を綴っ たフ ァ イ ルの表紙と 背表紙には「 港区

あっぴぃ 台場運営業提案書マニュ アル本文」 と 「 正本」「 副本」 の別を記入し てく ださ

い。 ま た、 正本には、 表紙に「 事業者名」 を記入し てく ださ い。  

カ フ ァ イ ルの中には、 資料番号の小見出し （ イ ンデッ ク ス ） を つけてく ださ い。  

キ 電子媒体（ Ｃ Ｄ －Ｒ ） に格納する 提出書類（ 電子フ ァ イ ル） は、 区が提示する 様式 

（ 押印を 要する 様式を 除く ） については日本マイ ク ロ ソ フ ト 株式会社製「 Ｗｏ ｒ ｄ 」  

又は「 Ｅ ｘ ｃ ｅ ｌ 」 を 使用し 、 こ のほかの提出書類は、 Adobe 社製「 Ｐ Ｄ Ｆ 」 を 使用 

し てく ださ い。ま た、電子媒体の表面には「 港区子育てひろばあっ ぴぃ 台場運営事業候

補者応募申込書類・ 運営提案書」 及び「 事業者名」 を 表示し てく ださ い。  

 

１１ 提案にあたっての注意事項 

（ １ ） 次の各号に該当する 場合は、 提出書類が無効と なる 場合があり ま す。  

① 提出方法、 提出先、 提出期間に適合し ないも の 

② 記入すべき 事項の全部ま たは一部が記載さ れていないも の 

③ 虚偽の内容が記載さ れている も の 

④ こ の要項に定める 手続き 以外の手法によ り 、 選考委員又は関係者にプロ ポーザルに 

対する 助言等を 直接ま たは間接的に求めた場合 

（ ２ ） 本提案に要する 費用、 旅費その他業務に関する 一切の費用は、 応募事業者の負担と し  

ま す。  

（ ３ ） 提出書類等の返却はいたし ま せん。  

（ ４ ） 提出受付期間終了後の提出書類等の差替え及び再提出は認めま せん。  

（ ５ ） 質問受付終了後は、 本事業に関し ての質問は一切受け付けま せん。  

（ ６ ） 区が必要と 認める 場合には、 追加書類の提出を 求めま す。  

（ ７ ） 提出さ れた運営提案書は、 選考作業に必要な範囲において複製する こ と があり ま す。  

（ ８ ） 選考さ れた運営提案書に係る 著作権は作成者に帰属し 、 港区は無条件でその使用権を 

持つも のと し ま す。  

（ ９ ） 運営提案書に記載し た業務責任者は、 病気・ 死亡等極めて特別な場合を除き 変更する  

こ と ができ ま せん。  

（ １ ０ ） 区は、 事業候補者の提案に拘束を 受けないも のと し ま す。  

（ １ １ ） 参加表明後にプロ ポーザル参加辞退する 場合は、【 様式６ 】 プロ ポーザル参加辞退 

届を提出し てく ださ い。  

 

１２ 事業候補者の選考と審査 

【 別紙２ 】 港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営事業候補者選考基準のと おり です。  

 

１３ その他 

（ １ ） プロ ポーザル参加者は、 本事業その他によ り 知り 得た個人情報及び資料、 その他守秘 

すべき 情報を他に漏ら し てはなり ま せん。  
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（ ２ ） プロ ポーザル参加者は、 業務の遂行に際し て、 港区情報安全対策指針を遵守し てく だ 

さ い。 ま た、 プロ ポーザル参加者は、 区が実施する 港区情報安全対策指針の遵守状況に 

関する 点検作業に応じ る も のと し ま す。 点検作業には、 情報セキュ リ ティ において問題 

が発生し た場合の検査、 ある いはセキュ リ ティ 監査等が該当し ま す。  

（ ３ ） プロ ポーザル関連書類作成のために港区が配布し た資料等は、 港区の許可なく 公表・  

使用する こ と はでき ま せん。  

（ ４ ） 本事業への参加申込事業者が１ 者の場合であっ ても 、 各審査を 実施し ま す。  

（ ５ ） プロ ポーザルの参加に当たり プロ ポーザル参加者に生じ た損害等について区は一切そ 

の責を負いま せん。  

（ ６ ） メ ール送信等の通信事故については、 区はいかなる 責任も 負いま せん。  

（ ７ ） 公正なプロ ポーザル選考が確保でき ないと 判断し た場合は選考を中止する こ と があり  

ま す。  

（ ８ ） 業務委託に要する 費用は、 令和５ 年度予算と し て成立し た額の範囲での契約と なり ま  

す。  

（ ９ ） プロ ポーザル方式によ る 選考後、 事業開始前ま でに事業候補者と 業務内容、 運営の詳

細、契約条件等について協議し 決定し ま す。ま た、事業開始後も 適正な運営を 図る ため、

区と 事業者は定期的に協議を 行いま す。  

（ １ ０ ） 区は、 事業候補者と 契約を 締結する にあたり 、 港区契約事務規則（ 昭和 39 年港区   

  規則第６ 号）第 39 条の２ の規定に基づき 港区業者選定委員会に推薦し 、審議を経ま す。  

  審議の結果によ っ ては契約を 締結し ない場合があり ま す。  

（ １ １ ） 虚偽申請等不正行為が発生し た場合は、 事業候補者の取消、 指名停止（ 登録事業者 

のみ） 等のペナルティ を 課し ま す。  

 

１４ 選考結果の発表について 

本事業の選考過程の情報は、 全て区政情報です。 区政情報は、「 港区情報公開条例」 の 

定める と こ ろによ り 、 原則公表です（ ただし 、 同条例第５ 条に定める も のを 除く 。）。 事 

業候補者と し て選考さ れた場合には、 事業候補者選考過程と 合わせ、 提出さ れた企画提 

案書を原則と し て区ホームページで公表し ま す。 企業秘密に関する 記載がある など 、 提 

案書原本の公表が難し い場合は、 概要版の作成を 依頼し ま す。  

 

１５ 開示請求 

提出さ れた提案書等は、港区情報公開条例の規定によ る 開示請求の対象公文書と なり 、 

開示決定さ れる 場合があり ま す。 提出さ れた提案書の一部又は全部を 、 著作権法（ 昭和 

45 年法律第 48 号） 第２ 条第１ 項第１ 号に規定する 著作物と し て、 同法第 18 条第３ 項 

第３ 号前段かっ こ 書き に規定する 意思表示を する 場合には、 提案書等に意思表示する 旨 

及び該当箇所を 明記し てく ださ い。 ただし 、 開示、 非開示の判断は、 提出し ていただい 

た提案書等の記載事項に基づき 行う も のではなく 、 提案書等を 参考に、 同条例に基づき  

区が客観的に判断し ま す。  

 

１６ 担当・連絡先 

〒105-8516 港区芝浦１ 丁目１ ６ 番１ 号 みなと パーク 芝浦１ 階 
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港区芝浦港南地区総合支所 管理課施設運営担当 （ 担当） 石井・ 青木 

電 話： ０ ３ －６ ４ ０ ０ －０ ０ ３ ３  

メ ールアド レ ス  mi nat o52@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 

 

 

mailto:minato52@city.minato.tokyo.jp


1 

 

仕 様 書 

 

１  件名 

  子育てひろば（ あっ ぴぃ 台場） 運営業務委託 

 

２  履行期間 

  令和５ 年４ 月１ 日から 令和６ 年３ 月３ １ 日ま で 

  ただし 、 年末年始（ １ ２ 月２ ９ 日から 翌年１ 月３ 日ま で）、 施設点検日、 アク ア

シティ お台場休館日については、 業務を 要し ない日と する 。  

 

３  履行場所 

  施設名： 子育てひろばあっ ぴぃ 台場 

  所在地： 港区台場一丁目 7 番 1 号 アク アシティ お台場４ 階 

 

４  目的 

  子育てひろば事業を 効果的にかつ安定し た運営をする ため、運営業務を 委託する 。 

 

５  利用時間等 

利用時間 
月曜から 日曜日 

１ １ ： ０ ０ ～１ ８ : ０ ０   

対 象 者 原則と し て区内に在住する おおむね３ 歳未満の児童及び保護者

利用定員 ２ ０ 組程度 

利用料金 無料 

 

６  業務内容 

   港区子育てひろ ば事業実施要綱（ 平成２ ０ 年３ 月３ 日１ ９ 港子子第２ ８ ６ ５

号） に基づき 、 実施する こ と 。  

  （ １ ） 子育てひろばの運営 

    ア 受入れ前準備 

    （ ア） 子育てひろば内の点検・ 整理 

    （ イ ） 当日の行程・ 役割分担・ 事務連絡等の確認 

    （ ウ ） 保育用遊具の消毒及び整頓等 

    イ  受入れ 

    （ ア） 登録カード の回収及び対応 

    （ イ ） 親子等の交流・ つど いの場の提供、 遊び等の指導・ 支援 

    （ ウ ） 親子等の安全管理等 

    ウ  閉館後 
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     常勤職員は、おおむね１ ８ 時１ ５ 分頃ま で問合せに対応する ため子育てひ

ろば事務室にて待機する こ と 。  

    （ ア） 子育てひろば内の片付け・ 清掃 

    （ イ ） 打合せ・ 反省会( 本日の出来事、 親子の様子等)  

    （ ウ ） 業務日誌の作成等 

  （ ２ ） 登録事務等 

    ア 利用登録申請書の作成・ 印刷・ 配布 

      ・ 発注者が示す利用登録申請書を参考に、 受注者が利用登録申請書を 作

成する 。  

・ 登録申請書を 受注者が印刷し 、 窓口へ設置する 。  

    イ  利用登録申請書等の確認受付 

利用登録申請書の記載内容及び住所を 確認でき る 本人確認書類（ 健康 

保険証、 免許証、 母子健康手帳等） で港区在住である こ と を 確認し 、 受付

する 。  

ウ  登録カード の作成・ 申請書の管理等 

     ・ 発注者が示す登録カード を 参考に、 受注者が利用登録を 受け付けた者の

登録カード を 作成する 。  

     ・ 利用登録申請書を 鍵付き の書庫へ保管する 。  

  （ ３ ） プロ グラ ム等 

    ア 子育て親子の交流の場（ ひろば） の提供と 交流の促進に関する こ と 。  

    イ  子育て等に関する 相談、 援助の実施に関する こ と 。  

    ウ  地域の子育て関連情報の提供に関する こ と 。  

    エ 子育て及び子育て支援に関する 講習等の実施に関する こ と 。  

    オ 子育てサーク ルへの支援に関する こ と 。  

    カ おたよ り （ 子育てひろばだよ り ） の発行・ 配布に関する こ と 。  

    キ 講習等参加費の徴収及び管理に関する こ と 。  

    ク  事業評価のアンケート に関する こ と 等 

  （ ４ ） 運営に関する 連絡・ 連携 

    ア 発注者と の連絡・ 連携 

    イ  ひろば利用者と の連絡・ 連携 

    ウ  地域及び外部指導者( 団体含む。 ) と の連絡・ 連携 

    エ 児童館等と の連絡・ 連携 

    オ 建物管理者と の連絡・ 連携 

    カ 他子育てひろば受託事業者と の連絡・ 連携等 

  （ ５ ） 安全管理・ 危機管理業務 

  ア 事業の実施に際し ては、 乳幼児等の安全を 第一に、 実施場所付近に危険

な物がないか、 乳幼児等の居場所を把握する 等、 対策を講じ る こ と 。  
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    イ  すり 傷や切り 傷等、 乳幼児等のけがの処置・ 対応を 行う こ と 。 ま た、 発

注者へ電話連絡する こ と 。  

    ウ  避難訓練の実施に関する こ と 。  

    エ 発注者が実施する 講習会等に参加し 、 Ａ Ｅ Ｄ（ 自動体外式除細動器） の

操作方法を 習得する こ と 。  

  （ ６ ） その他 

    ア 施設の防火管理及び防災管理に関する こ と 。  

    イ  地域組織等と の協力及び交流に関する こ と 。  

    ウ  物品の保全に関する こ と 。  

    エ 施設内の清潔の保持、 整頓に関する こ と 。  

    オ アから エに掲げる も ののほか、 発注者が必要と 認める 業務 

 

７  新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症感染拡大防止対策 

（ １ ） 施設内の消毒及び専用ユニフ ォ ーム等の衛生管理を徹底する こ と 。  

（ ２ ） 業務に当たる 要員は、 日々の体調管理を 徹底し 、 服務中はマス ク を 着用する

こ と 。  

（ ３ ） 施設長（ 又は施設長に代わる 者） は、 業務に当たる 要員の健康状態を 逐次把

握し 、 業務に当たる 要員の体調が優れない場合で業務に支障が出る 場合は、 代

替の要員を 配置する こ と 。  

（ ４ ） 業務に当たる 要員及び利用者が PCR 検査を 受けた場合、 施設長（ 又は施設長

に代わる 者） は、 発注者に対し 速やかに報告する こ と 。  

 

８  業務要領 

 （ １ ） 業務の目的、 任務を 認識し て服務する こ と 。  

 （ ２ ） 服務中は、 必ず名札・ 専用ユニフ ォ ームを 着用する こ と 。  

 （ ３ ） 服装、 態度に気を 配り 、 児童・ 保護者等に対し ては、 親切・ 丁寧に接する こ

と 。  

 （ ４ ） 業務を 履行する に当たり 、 充分な注意と 誠意を も って発注者と 連絡調整を 行

い、 能力を 十分発揮する よ う に努める こ と 。  

 （ ５ ） 業務を 履行する に当たり 、「 港区子育てひろ ば事業実施要綱」 及び関係法令

をよ く 理解し 、 遵守する こ と 。  

 （ ６ ） 受注者は、 運営マニュ アル及び危機管理マニュ アル等を作成し 、 要員の共通

理解のも と 業務を 履行する こ と 。  

（ ７ ） 施設内を 清潔に保つため、 掃除・ 整理整頓を行う こ と 。  

 

９  実施計画・ 報告等 

 （ １ ） 受注者は、 本業務に必要な運営方針、 実施計画（ 年間・ 月間） を 定め、 発注
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者に提出し 、 協議に基づき 誠実に業務を 行う こ と 。  

 （ ２ ） 受注者は、 要員配置を 含めて、 効率よ く 業務が行える よ う 発注者、 建物管理

者等と の連携を図り 、 柔軟かつ弾力的に対応する こ と 。  

 （ ３ ） 受注者は、 所定の様式に基づき 、 月ご と の実施報告、 実施計画等を 作成し 、

原則と し て翌月５ 日（ ３ 月は３ １ 日） ま でに発注者に提出する こ と 。  

 （ ４ ） 事故・ 苦情対応等があっ た場合は、 速やかに所定の様式に基づき 、 報告書等

を作成し 、 提出する こ と 。  

 （ ５ ） 受注者は業務日誌を作成し 、 職員の状況や利用親子の様子、 活動状況等を 記

録する こ と 。  

 （ ６ ） 発注者は必要に応じ 、 受注者に業務内容等を報告さ せる こ と ができ る も のと

する 。  

 

10 要員の配置 

 （ １ ） 利用定員（ おおよ そ親子２ ０ 組） に必要な人数を配置する こ と 。 う ち、 常勤

職員を １ 名以上配置する こ と 。  

 （ ２ ） 受注者は、 要員について保育士資格を 有し ない場合、 子育て支援員研修（ 地

域子育て支援コ ース ） を 本施設に配置し た年度末ま でに受講さ せる こ と 。  

 （ ３ ） 講座等の事業開催時には、 講座内容及び参加状況等に応じ て、 増員を行う 等

の措置を講ずる こ と 。  

 （ ４ ） 受注者は、 施設を 活用し 、 地域の子育て家庭の親子に交流及び集いの場を 提

供し 、子育て支援を 行う 事に留意し 、丁寧な対応ができ る 要員を 選任する こ と 。 

 （ ５ ） 受注者は、 施設長を定める こ と 。 なお、 施設長については、 保育士、 幼稚園

教諭資格取得者等の「 児童福祉施設の設備及び運営に関する 基準」 第３ ８ 条第

２ 項に該当する 者で、保育園等の勤務経験（ ３ 年以上）の常勤職員と する こ と 。  

 （ ６ ） 受注者は、 あら かじ め業務に当たる 要員について、 名簿を 発注者に提出する

こ と 。ま た、施設長については、資格の証明書の写し を 発注者に提出する こ と 。  

 （ ７ ） 受注者は、 業務履行に当たる 要員について、 年間を 通じ ておおむね固定化し

配置する こ と 。  

 （ ８ ） 受注者は、 業務を 迅速かつ的確に履行する だけでなく 、 業務規律を 乱さ ない

者を 要員と し て選任する こ と 。  

 （ ９ ） 業務に当たる 要員を 変更する 場合には、 事前に発注者に報告する こ と 。  

 （ 10） 発注者は、 業務に当たる 要員の選任が不適当と 認めた場合、 受注者に変更の

措置を 求める こ と ができ る 。こ の場合、受注者は、誠意をも っ て対処する こ と 。  

 （ 11） 受注者は、 毎月５ 日ま でに当月業務に当たる 要員の名簿を発注者に提出する

こ と 。  
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11 研修 

 （ １ ） 受注者は、 業務を 適正かつ能率的に行う ために、 要員に対し て必要な研修( 子    

育てひろば事業理解、接遇マナー、乳幼児保育、相談業務、特別支援児童対応、

安全管理、 危機管理、 救急対応、 児童・ 保護者対応等) を 受注者の責任におい

て行う も のと する 。  

 （ ２ ） 受注者は、研修を行う 場合、発注者に計画内容を 提示し 、事前に了解を得て、

事後に確認を 受ける こ と 。  

 （ ３ ） 研修に要する 費用の一切は、 受注者の負担と する 。  

 

12 物品の管理 

 （ １ ） 物品と は、 港区物品管理規則（ 昭和３ ９ 年港区規則第９ 号） 第６ 条に規定す

る も のをいう 。  

 （ ２ ） 受注者は、 本仕様書に定める と こ ろによ り 、 善良な管理者の注意を も っ て物

品の管理を 行わなければなら ない。  

 （ ３ ） 受注者は、 保全物品について、 亡失又は損傷があっ たと き は、 直ちに報告書

を作成し 、 発注者に報告し なければなら ない。  

 （ ４ ） 受託期間中に取得し た購入物品及び収得物品については、 発注者に返還を 要

し ないこ と と する 。  

 （ ５ ） 受注者は、 保全物品については、 発注者の書面によ る 承諾がない限り 、 次に

該当する こ と を行っ てはなら ない。  

   ・  他の用途に使用又は廃棄する こ と 。  

   ・  加工、 改良等を 加える こ と 。  

   ・  第三者に貸与し 、 又は譲渡する こ と 。  

 （ ６ ） 発注者は、 あら かじ め日時を定めて、 物品の管理事務及び使用状況について

検査する こ と ができ る 。 こ の場合において、 受注者は責任者にその立会いを さ

せる も のと する 。  

 （ ７ ） １ 年に１ 回、 備品の現在高確認（ 数量・ 設置場所等） を行い、 発注者に報告

する こ と 。  

 

13 費用負担 

 （ １ ） 業務履行に必要な什器備品類（ 税込購入価格５ 万円以上のも の） は、 発注者

の負担と する 。  

 （ ２ ） 業務履行に必要な消耗品類（ 税込購入価格５ 万円未満のも の）、 保育に使用

する 遊具・ 寝具のク リ ーニングは、 受注者の負担と する 。  

 （ ３ ） 業務履行に必要な実施場所の賃料及び共益費等は、 発注者の負担と する 。  

 （ ４ ） 業務履行に必要な光熱水費は、 発注者の負担と する 。  

 （ ５ ） 業務履行に必要な通信費は、 受注者の負担と する 。  
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 （ ６ ） 損害保険については、 受注者の負担と する 。  

 （ ７ ） 本受託業務の受託運営費によ り 備品を 購入する 場合は、 前も っ て協議を行う

こ と 。  

 

14 損害賠償 

  受注者は、 上記事項に違反し 、 発注者又は第三者に損害を 与えたと き 、 若し く は

要員の故意又は過失によ り 、 利用者等及び発注者に損害を与えたと き は、 その損害

相当額を 賠償する こ と 。 なお、 上記以外で委託業務履行に当たっての損害の責につ

いては、 受注者の責任において処理する こ と 。  

 

15 支払方法 

 （ １ ） 契約代金は、 各月で支払う こ と と する 。  

（ ２ ） 発注者は毎月、 事業実施報告書等の提出を受け、 業務の履行及び完了を確認

後、 適法な請求書を受理し た日から ３ ０ 日以内に支払う こ と と する 。  

 

16 受注者の責務 

 （ １ ） 受注者の責務において、区民・ 業務関係者等に対する 安全対策に万全を 期し 、  

事故防止に関する 必要な措置を 講ずる こ と 。   

（ ２ ） 受注者は、 常に善良なる 管理者の注意を も っ て業務を 遂行し 、 業務の進捗状

況ついて確認の上適宜報告する こ と 。   

（ ３ ） 受注者は、 関係法令等を 遵守し 、 その適用及び運用は、 受注者の責任におい

て適切に行う こ と 。   

（ ４ ） 受注者は、 業務上知り 得た秘密を 第三者に漏ら し てはなら ない。 契約の解除

及び期間満了後においても 同様と する 。  

（ ５ ） 受注者は、 本契約の履行に当たり 、「 港区職員の障害を 理由と する 差別の解消

の推進に関する 要綱」 の趣旨を 踏ま え、 適切な対応を 図る こ と 。  

（ ６ ） 受注者は、 個人情報について、 別紙１ 個人情報等取扱いに関する 特記事項を

遵守し なければなら ないも のと する 。  

（ ７ ）受注者は、「 港区職員のハラ ス メ ント の防止等に関する 要綱」を順守する こ と 。

ま た、 ハラ ス メ ン ト が初生し た場合は、 発注者と 連携し て適切に対応する こ と 。 

（ ８ ） 受注者は、 本契約の履行に当たり 、「 港区環境美化の推進及び喫煙によ る 迷惑

の防止に関する 条例（ 平成９ 年港区条例第４ ２ 号）」 第９ 条に規定する みなと タ

バコ ルールを 遵守する こ と 。  

（ ９ ） 受注者は、 本契約の履行に当たり 、 基本的人権を尊重し 、 個人の尊厳を守り 、

あら ゆる 差別をなく すために適切な対応を図る こ と 。  

（ 10） 受注者は、 本契約の履行に当たり 、 地球温暖化防止のため、 省エネルギー対

策に努める こ と 。  
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（ 11） 受注者は、 業務上収集し た区民等の個人情報を 自社で使用する シス テムで管

理する 場合は、 契約締結後、 速やかに発注者と 協議し 、 承認を得る こ と 。  

 

17 環境によ り 良い自動車の利用 

 （ １ ） 本契約の履行に当たっ て自動車を使用し 、 又は利用する 場合は、 都民の健康

と 安全を確保する 環境に関する 条例（ 平成１ ２ 年東京都条例第２ １ ５ 号） の規

定に基づき 、 次の事項を 遵守する こ と 。  

   ア ディ ーゼル車規制に適合する 自動車である こ と 。  

   イ  自動車から 排出さ れる 窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における 総

量の削減等に関する 特別措置法（ 平成４ 年法律第７ ０ 号） の対策地域内で登

録可能な自動車利用に努める こ と 。  

 （ ２ ） 電動車を 始め、 低公害・ 低燃費な自動車利用に努める こ と 。 電動車と は、 電 

気自動車（ Ｅ Ｖ ）、 プラ グイ ンハイ ブリ ッ ド 自動車（ Ｐ ＨＶ ）、 燃料電池自動 

車（ Ｆ Ｃ Ｖ ）、 ハイ ブリ ッ ド 自動車（ ＨＶ ） の総称を 指す。  

 （ ３ ） 適合の確認のために、 当該自動車の自動車検査証（ 車検証）、 粒子状物質減

少装置装着証明書等の提示又は写し の提出を 求めら れた場合には、 速やかに提

示し 、 又は提出する こ と 。  

 （ ４ ） 本契約の履行に当たっ て観光バス を 使用する 場合は、「 観光バス の環境性能

表示に関する ガイ ド ラ イ ン （ 平成２ ９ 年３ 月１ ６ 日改正２ ８ 環車規第７ ９ ０

号）」 に規定する 評価基準Ａ ラ ンク 以上の車両を供給する こ と 。  

 

18 その他 

 （ １ ） 受注者は、 事故、 災害等緊急事態が発生し た場合は、 発注者及び建物管理者

と 協力し 、 親子等の安全を図る よ う 適切な行動を と る こ と 。 特に、 災害等緊急

事態が発生し 、 発注者や保護者等から 児童の安否等の確認を求めら れた場合は

適切かつ迅速な対応をする こ と 。  

 （ ２ ） 本仕様書に定めのない事項又は疑義ある 事項については、 発注者と 協議の上

両者誠意を も って対応し 、 決定する も のと する 。  

 

19 連絡先 

  芝浦港南地区総合支所管理課施設運営担当 

  電話 ０ ３ ‐ ６ ４ ０ ０ －０ ０ ３ ３  

  FAX： ０ ３ －５ ４ ４ ５ －４ ５ ９ ０  



 

 

 

個人情報等取扱いに関する 特記事項 

 

 

（ 適正な管理）  

第 1 条 受注者は、 個人情報の漏えい、 滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適正な管理

のために必要な措置を 講じ なければなら ない。  

（ 秘密保持の義務）  

第 2 条 受注者は、こ の契約によ り 受託し た事務に関し て知り 得た個人情報を みだり に他人

に知ら せ、又は不当な目的に使用し てはなら ない。契約期間満了後も 、ま た、同様と する 。  

第 3 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に従事する 者及び従事し た者にも 、 前条の

義務を 遵守さ せなければなら ない。  

（ 再委託）  

第 4 条 受注者は、 発注者の書面によ る 承諾を得た場合に限り 、 こ の契約によ り 受託し た

事務の処理を 他に委託し 、 又は請け負わせる こ と ができ る 。  

第 5 条 受注者は、 受託し た事務について前条の規定によ り 他に委託し 、 又は請け負わせる

と き は、こ の契約によ り 求めら れる 安全管理措置と 同等の措置を講ずる こ と ができ る 事業

者を再委託先と し 、こ の契約と 同等の安全管理措置を 義務付ける 再委託契約を結ばなけれ

ばなら ない。 ま た、 発注者は、 受注者が再委託先に対し て適切な監督を行っ ている かを 監

督する も のと する 。  

（ 第三者への提供の禁止）  

第 6 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に係る 個人情報を第三者に提供し 、 又は譲

渡し てはなら ない。  

（ 委託さ れた事務以外への使用の禁止）  

第 7 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に係る 個人情報を、 委託さ れた事務以外の

用途に使用し てはなら ない。  

（ 加工、 再生等の禁止）  

第 8 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務の範囲を 超えて、 個人情報の加工、 再生等

を し てはなら ない。  

（ 複写及び複製の禁止）  

第 9 条 受注者は、こ の契約によ り 受託し た事務に係る 個人情報を発注者の許可なく 複写し 、

又は複製し てはなら ない。  

（ 返還及び廃棄の義務）  

第 10 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務が完了し たと き 又はこ の契約が解除さ れ

たと き は、 受託し た事務に係る 個人情報を 速やかに発注者に返還し なければなら ない。  

第 11 条 前条の規定にかかわら ず、 受注者は、 当該個人情報を 発注者の指示に基づき 廃棄

する と き は、第三者の利用に供さ れる こ と のないよ う 善良なる 管理者の注意をも っ て焼却

又は裁断等によ り 処分し なければなら ない。  

（ 事故発生時等における 報告及び対応の義務）  

第 12 条 受注者は、 個人情報の保護に関し 事故が生じ たと き 、 又は生ずる 恐れがある こ と

を 知っ たと き は、 直ちに発注者に通知し 、 当該事故の解決に努める と と も に、 遅滞なく そ

の状況を 書面を も っ て発注者に報告し なければなら ない。 ま た、 情報セキュ リ ティ におい

て問題が発生し た場合の検査、 ある いはセキュ リ ティ 監査等の実地調査に対応する こ と 。 

別紙１  



 

 

（ 監査・ 検査への協力等）  

第 13 条 発注者は、 受注者に事前に通知し 、 受注者の承諾を 得た上でいつでも 、 受注者の

業務に支障を 生じ さ せない範囲内において、 個人情報の管理状況等について監査・ 検査を

実施する こ と ができ る 。 受注者は、 合理的事由のある 場合を 除き 、 発注者又は発注者の指

定し た者の監査・ 検査に協力し なければなら ない。  

（ 公表措置及び損害賠償義務）  

第 14 条 発注者は、 受注者が個人情報等取扱いに関する 特記事項に掲げる 義務に違反し 、

又は怠っ た場合は、港区長の付属機関である 港区個人情報保護運営審議会の意見を 聴いて、

その事実を公表する こ と ができ る 。  

第 15 条 前条の場合において、 発注者が損害を 受けたと き は、 受注者はその損害を 賠償し

なければなら ない。 契約期間満了後も 、 ま た、 同様と する 。  

 

（ 第 16 条から 第 21 条の条文は、「 特定個人情報（ ※）」 の取扱業務を 委託する 契約のみ）  

（ 特定個人情報管理体制の整備）   

第 16 条 受注者は、 委託業務を統括管理する 部署に特定個人情報保護管理責任者を 置き 、

委託業務を実行する 部署に特定個人情報保護責任者を 置かなければなら ない。  

（ 特定個人情報を 取り 扱う 従業者の明確化）  

第 17 条 受注者は、 特定個人情報を 取扱う 従業者並びにその役割を 指定し 、 事前に従業者

名簿を 発注者へ提出し なければなら ない。  

（ 従業者への教育訓練及び監督）   

第 18 条 受注者は従業者に対し て、 委託業務を 行う ために必要な教育及び訓練を 実施し 、

継続的に監督する と と も に、秘密保持契約を締結する 等の人的安全管理措置を講じ なけれ

ばなら ない。  

（ 持出し の禁止）  

第 19 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に係る 特定個人情報を指定さ れた区域か

ら 持出し し てはなら ない。  

（ 契約内容の遵守状況についての報告）  

第 20 条 受注者は、 契約内容の遵守状況、 特定個人情報の安全管理体制等を 書面で報告し

なければなら ない。  

（ 安全管理措置の改善）  

第 21 条 受注者及び発注者は、 第 13 条に基づく 監査・ 検査の結果及び前条に基づく 委託業

務の遵守状況等についての報告を 踏ま え、委託業務における 特定個人情報の安全管理措置

の改善要否を 協議し 、改善が必要と 判断し た場合は双方協力のう え対応し なければなら な

い。  

※「 特定個人情報」 と は、「 行政手続における 特定の個人を 識別する ための番号の利用等に

関する 法律（ 平成 25 年法律第 27 号）」 第 2 条第 8 項に規定する 特定個人情報をいう 。  

 

（ 以下の条文は、 該当する 契約のみ）  

（ 電磁的記録媒体の保管）  

第 22 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に係る 個人情報を 記録し た電磁的記録媒

体を、 施錠でき る ロ ッ カー等に保管し なければなら ない。  

（ 電磁的記録媒体の搬送）  

第 23 条 受注者は、 こ の契約によ り 受託し た事務に係る 個人情報を 記録し た電磁的記録媒

体を 、 専用ケース 等に入れて施錠し た上で、 安全対策を 施し て搬送し なければなら ない。 
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港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営事業候補者選考基準 

 

１ 基本的事項 

港区子育てひろばあっぴぃ 台場運営事業候補者は、乳幼児を対象と し た保育に関する 事業の豊

富な実績と ノ ウ ハウ がある と と も に、 仕様書の業務を履行でき る 適切な運営体制を確保し 、 意欲

的に取り 組む姿勢を有する 事業者である こ と と し ま す。  

 

２ 審査の実施方法 

プロ ポーザルの審査を公正に行う ため、 港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営事業候補者選

考委員会を設置し 、 第一次審査及び第二次審査を実施し ま す。 審査は点数化し て評価し ま す。 第

一次審査及び第二次審査の結果を総合的に判断し 、最も 優れている と 認めら れる １ 者を事業候補

者と し て選考し ま す。 なお、 当該事業者が辞退や参加資格要件を欠く などし た場合は、 次点の事

業者を事業候補者と し て選考し ま す。  

 

（ １ ） 第一次審査（ 書類審査）  

参加資格条件を確認し 、条件を満たし ている 事業者について、書類審査を実施し ま す。なお、

提案内容には法人の秘密に関する 事項が含ま れている ため、 審査は非公開で行いま す。 第二次

審査に進む第一次審査合格者を２ 者程度決定し ま す。  

第一次審査結果は、 令和４ 年 12 月 15 日（ 木） ま でに、 提案書を提出し た全ての事業者に文

書で通知し ま す。  

（ ２ ） 第二次審査（ プレ ゼンテーショ ン及びヒ アリ ング）  

第一次審査で選考さ れた事業者に対し 、 第一次審査用運営提案書に基づき 、 プレ ゼンテーショ

ン及びヒ アリ ングを行いま す。所要時間は、30 分程度です（ 説明 10 分、質疑 20 分程度）。なお、

提案内容には法人の秘密に関する 事項が含ま れている ため、 審査は非公開で行いま す。  

第二次審査への出席者は４ 名以内と し ま す。 仕様書にある 施設長（ 責任者） と 現場の職員１ 名

が必ず出席し てく ださ い。 プレ ゼンテーショ ンは、 施設長候補者が行ってく ださ い。 ま た、 プレ

ゼンテーショ ン用の資料を作成する 場合、 内容はすでに提出さ れた提案書の範囲内と し 、 Ａ ３ 用

紙・ 片面１ 枚と し てく ださ い。 その他、 第二次審査に係る 詳細な事項は、 第一次審査通過事業者

に別途通知し ま す。  

（ ３ ） 事業候補者の決定 

第二次審査の評価終了後、 第一次審査及び第二次審査の結果を総合的に判断し 、 最も 優れてい

る と 認めら れる １ 者を運営事業候補者と し て選考し ま す。選考結果は、令和５ 年１ 月 10 日（ 火）

ま でに、 第二次審査参加者全員に文書で通知し ま す。  

（ ４ ） 審査結果の公表等 

① 選考終了ま で、 選考委員名は公表し ま せん。  



2 

 

② 第一次審査及び第二次審査の結果については、 事業候補者と の契約締結後、 港区公式ホー

ムページに公表し ま す。 なお、 事業者名は最終的に選考し た事業候補者のみを公表し ま す。  

 

３ 評価項目及び評価視点 

（ １ ）  第一次審査 

主な評価項目 主な評価視点 

類似施設の受託実績 ・ 同種・ 類似施設の運営実績を有し ている か。  

基本理念 ・ あっぴぃ 台場の運営をする にあたっての基本方針が明確か

つ適切か。  

・ 安全・ 安心な子育て支援、 生活・ 体験環境を 提供する事が

可能である か。  

・ 各方針に基づく 取組提案は的確かつ実現可能なも のか。  

・ 乳幼児の健全育成についての考え方・ 取組が明確かつ適切

か。  

管理運営 ・ 責任者（ 施設長候補者） の同種・ 類似事業における 勤務実

績 

・ 施設長の要件を満たす経験年数を満たし ている か。  

・ 責任者・ 職員の配置（ 配置数、 常勤、 非常勤の別） におけ

る 、 資格・ 経験を有する 職員配置、 利用者数を 考慮し た適切

な職員配置等 

・ 運営時間の変化に応じ た適正な勤務・ 職員体制等 

・ 職員採用計画、 人事異動によ る 配置の考え方、 人材育成方

針等 

・ 職員定着のための考え方、 具体的取組 

・ 欠勤・ 欠員対応への考え方や手順等 

・ マニュ アルの整備状況 

事業内容 ・ 施設の設置目的に合致し た全体的な計画、 指導計画の 作成

や、 計画に基づく 保育内容の実現性等 

・ 保護者と の信頼関係の構築、 子ど も の成長を 見守る 取組や

考え方、 ク レ ーム対応、 サービ ス 向上の取組等 

・ 特別な支援が必要な子ど も の受入れについての考え方 

・ 虐待が疑われる 乳幼児への対応や、 乳幼児の人権・ 多様性

に配慮し た事業運営についての考え方 

・ 同種類似の近隣施設、 地元町会等と の連携・ 協力に関する

取組姿勢や協力への積極性や実現性 

安全対策・ 危機管理 ・ 施設・ 設備の状況を踏ま えた安全確保策、 活動時における

事故予防や安全対策の考え方等 
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・ 事故発生時の対応方法、 再発防止へ向けた取組姿勢等 

・ 衛生管理、 感染症対策（ 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症対策を

含む） の取組、 安全点検等、 アレ ルギーやケガ等事故予防な

ど の取組 

地域貢献活動項目の有無 ・ 区内事業者優遇 

・ ワ ーク ・ ラ イ フ・ バラ ンス 推進企業 

・ 障害者雇用 

・ 環境配慮 

・ 災害協定活動 

・ 女性活躍推進 

見積額 ・ 見積額の妥当性 

 

（ ２ ）  第二次審査 

主な評価項目 主な評価視点 

あ っ ぴぃ 台場の事業運営

に対する 姿勢 

・ あっぴぃ 台場の事業についての理解と 事業者と し ての取組

姿勢に対する 評価 

・ 本部の支援体制に対する 評価 

施設長候補者の考え方や

能力等 

・ 施設長候補者と し ての考え方や能力、 勤務実績等に対する

評価 

安全対策・ 危機管理 ・ 乳幼児の安全確保の取組や保護者と の連携体制に対する 評

価 

提案書の実現性 ・ 運営提案書で提案し た事業内容の実現性に対する 評価 

総合評価 ・ 事業の将来性、 創造性、 発展性に対する 評価 

・ 委員から の質問の意図・ 目的を理解し 、 的確かつ信頼でき

る 内容で、 評価でき る 回答に対する 評価 

・ 事業実施への積極的な意欲、 柔軟性に富んだ誠実な遂行へ

の期待度 

※ 第一次審査及び第二次審査のそれぞれの満点の６ ０ ％を基準点（ 最低ラ イ ン） と し て設 

定し ており 、 第一次審査と 第二次審査の配点比率は、 おおよ そ２ ： １ です。  

 

４ 地域貢献活動項目の評価と提出書類について 

（ １ ） 区内事業者優遇 

港区では、 区が発注する 契約において、 区内事業者の受注機会の拡大を図る 取組を推進し て

おり 、区外事業者がプロ ポーザルに参加する 場合、「 区内事業者と 共同する こ と 」 を参加条件と

し ていま す。 区内事業者が単独で参加し たと き 、 又は、 区内事業者と 区外事業者で共同事業体

を構成し て参加し た場合に代表企業が区内事業者である と き 、 一次審査において、 評価を優遇

し ま す。  
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共同事業体を構成する （ 代表企業ではない） 構成員のみ区内事業者であっ た場合、 ま たは、

やむを得ず、 区外事業者のみで参加申請する 場合は、 区内事業者優遇措置（ 事務局採点項目の

配点５ ％加点） の対象と なり ま せん。  

共同事業体を結成し 、 参加申請する 場合、 適切な共同事業体の名称を設定の上、 代表事業者

を定め、 単独で参加申請する ために必要な提出書類に加え、 次の書類を提出し てく ださ い。  

共同事業体を構成する 全ての事業者が別に示す参加資格に該当する こ と が必要です。代表事

業者及び構成事業者の変更は原則と し て認めま せん。  

ア 【 様式３ 】   共同事業体構成書 

イ  【 様式３ －２ 】 共同事業体協定書兼委任状 

ウ  【 様式３ －３ 】 委任状（ 代理人が契約権限を有する 場合のみ）  

なお、 虚偽申請など 不正行為が発覚し た場合は、 事業候補者の取り 消し 、 指名停止（ 登録事

業者のみ） 等のペナルティ を課し ま す。  

【 区内事業者と し て扱う 事業者】  

・ 登記簿上、 区内に本店を置き 、 営業する 事業者（「 港区の競争入札参加資格登録」 を参加資格要 

件と し ない場合、 入札参加資格登録の有無は問わずに区内事業者と し て扱う こ と が可能。）  

・ 港区における 競争入札参加者の選定に係る 区内事業者の認定基準（ 平成 25 年 3 月 14 日港総契

第 2801 号） に該当し 、 区の認定を受けている 区内事業者 

（ 登記簿上の本店所在地は区外に置いている が、事実上の本店所在地を区内に置き 営業を行う 事 

業者、 ま たは、 区内に契約権限を有する 代理人を設置し 、 支店又は支社等の営業所を置き 営業を 

行う 事業者）  

【 区内事業者と し て扱わない事業者の例】  

支店①は、港区における 競争入札参加者の選定に係る 区内事業者の認定基準（ 平成 25 年 3 月 14 

日港総契第 2801 号） で定める 区内事業者と し て認定さ れている が、 港区内に所在地を置かない

本店又は支店②と し て申込みがあった場合（ 共同事業体の構成員である 場合も 含む）  

 

（ ２ ） ワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス 推進企業の評価について 

港区では、 企業のワ ーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス のよ り 一層の推進を図る ため、「 ワ ーク ・ ラ イ

フ・ バラ ンス 推進」 を、 プロ ポーザル選考一次審査における 加点項目と し ていま す。  

評価条件及び提出書類については、 以下のと おり です。  

〇評価条件及び提出書類 

評価条件 提出書類 

港区が認定する「 港区ワ ーク ・ ラ イ フ・ バラ

ンス 推進企業」と し て認定を受けている 場合
認定通知等の写し  

東京都（ 産業労働局） が認定する「 東京ラ イ

フ・ ワ ーク ・ バラ ンス 認定企業」 と し て認定

を受けている 場合 

認定通知等の写し  

国（ 厚生労働省） が認定する「 子育てサポー

ト 企業」 と し て認定（ く る みん認定・ ト ラ イ

認定通知等の写し 及びプロ ポーザル参加

申請現在の次世代育成法に基づく 一般事
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く る みん認定） を受けている 場合で、 かつ、

プロ ポーザル参加申請時において、 く る み

ん・ ト ラ イ く る みん認定日における 行動計画

又はその次期行動計画の期間内である こ と

（ 下記図参照）  

業主行動計画の期間（ 年数） を確認でき る

書類写し 等 

国（ 厚生労働省） が認定する「 子育てサポー

ト 企業」 と し て特例認定（ プラ チナく る みん

認定） を受けている 場合 

認定通知等の写し  

 

図 一般事業主行動計画期間と く る みん認定・ ト ラ イ く る みん認定に基づく 加点対象期間 

 
1 期目 2 期目 3 期目 4 期目 

○期目

… 

  認定 

① 
認定①によ る 加点対象期間 

   

    認定 

② 
認定②によ る 加点対象期間 

 

      認定 

③ 
認定③によ る ～ 

       
 

 

（ ３ ） 障害者雇用の評価 

港区では、 障害者の雇用を促進する ため、「 障害者雇用の評価」 を、 プロ ポーザル選考一次 

審査における 加点項目と し ていま す。  

評価条件及び提出書類については、 以下のと おり です。  

〇評価条件及び提出書類 

評価条件 提出書類 

障害者の雇用の促進等に関する 法律第４ ３ 条 

に規定する 法定雇用障害者数以上の障害者雇 

用がある 場合 

障害者雇用状況報告書の写し  

 

（ ４ ） 環境配慮に対する 評価 

港区では、 事業運営における 環境配慮を促進する ため、「 環境配慮に対する 評価」 を、 プロ ポ

ーザル選考一次審査における 必須加点項目と し ていま す。  

I SO( 国際標準化機構) 14000 シリ ーズの 14001、 一般財団法人持続性推進機構認証のエコ ア

ク ショ ン 21、一般社団法人エコ ス テージ協会認証のエコ ス テージ( ス テージ 2 以上の認証に

限る 。 ) 、 特定非営利活動法人環境機構認証の KES・ 環境マネジメ ン ト シス テム・ ス タ ンダー

１期目 

目標達成 

２期目 

目標達成 

３期目 

目標達成 
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ド ( ス テッ プ 2 以上の認証に限る 。 ) のう ち、 いずれかの認証を取得し 、 現在も 登録をし てい

る 場合、 通知書の写し をご提出く ださ い。  

 

（ ５ ） 災害協定活動に対する 評価 

港区では、災害時における 協定の締結がある 場合又は区と 災害時における 協定の締結がある  

団体の構成員である 場合、 プロ ポーザル選考一次審査における 加点項目と し ていま す。  

区と 締結し ている 協定書の写し をご提出く ださ い。  

 

（ ６ ） 女性活躍推進に対する 評価 

港区では、 企業の働く 女性活躍の取組みをよ り 一層推進する ため、「 女性活躍推進に対する  

評価」 をプロ ポーザル選考一次審査における 加点項目と し ていま す。 評価条件及び提出書類に 

ついては、 以下のと おり です。  

〇評価条件及び提出書類 

評価条件 提出書類 

国（ 厚生労働省） が「 女性活躍推進企業」 と

し て評価する「 える ぼし 認定（ ま たは、 プラ

チナえる ぼし 認定）」 を受けている 場合で、

かつ、プロ ポーザル参加申請時において、認

定日における 行動計画期間内であり 、適切に

情報公表を行っている こ と 。  

認定通知等の写し 及びプロ ポーザル参加 

申請現在の一般事業主行動計画の期間 

（ 年数） を確認でき る える ぼし 認定申請 

書類写し 等 

 

５ 募集方法および審査方法 

（ １ ） 公募型プロ ポーザル方式によ り 審査を行いま す。  

（ ２ ） 令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） に、 港区公式ホームページに公募記事を掲載し ま す。  

（ ３ ） 令和４ 年１ １ 月２ ２ 日（ 火） 午後５ 時をプロ ポーザル参加表明書・ 運営提案書等の提出期限

と し ま す。 締め切り 後、 参加表明事業者から 提出さ れた運営提案書等について審査を行い、 事

業候補者を決定し ま す。  

（ ４ ） 審査は、 第一次審査、 第二次審査を行いま す。 第一審査では、 提出さ れた運営提案書等に基 

づき 、 上記３ （ １ ） 記載の評価項目等について評価をし ま す。  

なお、 応募事業者が多数のと き は、 第一次審査で合計点数の高い２ 者程度を選考し ま す。 第 

二次審査では、 事業者によ る プレ ゼンテーショ ンを行い、 企画・ 提案の詳細についての説明を 

受けた後、 本事業目的の理解度・ 実現性・ 意欲等について総合的に評価を行い、 １ 者を選考し  

ま す。  

 

６ 審査結果の公表等 

（ １ ） 選考終了ま で、 選考委員名は公表し ま せん。  

（ ２ ） 審査結果は全参加事業者に文書で通知し ま す。  

（ ３ ） 第一次審査及び第二次審査の結果については、 事業候補者と の契約締結後、 令和５ 年４ 月以 
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降に、 港区公式ホームページに公表し ま す。 なお、 事業者名は最終的に選考し た事業候補者の 

みを公表し ま す。  



                     

 

港区芝浦港南地区総合支所管理課 施設運営担当 あて 

メ ールアド レス： mi nato52@ci ty.mi nato. tokyo. j p 

 

令和   年   月   日 

 

現地見学会参加申込書 

 

港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場現地見学会（ １ １ 月９ 日開催） に、 下記のと おり 参加を

申込みます。  

 

記 

 

事業者名・連絡先 

所在地  

団体名  

参加者氏名 

当日参加される方の氏名を記入してく ださい（ １ 事業者につき２ 名以内）。  

（ １ ）   

（ ２ ）   

電話番号  

メールアドレス  

 

※ 本申込書は、 令和４ 年１ １ 月４ 日（ 金） から１ １ 月８ 日（ 火） 午後５ 時までの間に、 メ ールで提出してく

ださ い。 送信未達を防ぐため、 送信後は必ず電話で確認の連絡を入れてく ださい。  

連絡先 港区 芝浦港南地区総合支所 管理課 施設運営担当： 電話 ０ ３ （ ６ ４ ０ ０ ） ０ ０ ３ ３  

（ 電話連絡可能時間は、上記期間中の平日午前８ 時３ ０ 分から午後５ 時１ ５ 分まで。最終日は 

午後５ 時まで。）  

※ 現地見学会当日は、募集要項等の資料配布は行いません。港区のホームページから印刷し、ご持参く ださ

い。  

※ 現地見学会申込書に氏名の記載がさ れた方のみが対象です。変更等がある場合は、必ず事前に上記連絡

先へご連絡く ださ い。  

【見学時における注意事項】  

・ 会場の様子を写真・ 動画等で撮影する場合、 個人情報保護の観点から、 乳幼児等の顔や氏名が特定できる

よう な撮影は禁止します。   

・ 利用者への質問や、 運営の妨げになるよう な行為はご遠慮く ださい。  

・ 不織布マスク の着用をお願いします。  

mailto:minato52@city.minato.tokyo.jp


様式１  

令和  年  月  日 

港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営業務委託プロポーザル質問書 

 

事業者名  

担当部署  

担当者名  

電    話  

Ｆ  Ａ Ｘ   

メ ールアド レス  

 

１  質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (    )  ﾍ゚ ｼー゙  (    ) 行目 

内容 

 

２  質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (    )  ﾍ゚ ｼー゙  (    ) 行目 

内容 

 

 

※ 下記の送付先に、 11 月11 日（ 金） 午後５ 時までにメ ールにて送信く ださ い。  

※ 送信未達を防ぐため、 必ず確認の電話を入れてく ださ い。  

 

【 送付先】  

港区芝浦港南地区総合支所管理課施設運営担当 

メ ールアド レス： mi nato52@ci ty.mi nato. tokyo. j p 

 

mailto:minato52@city.minato.tokyo.jp


様式２  

港区子育てひろば（ あっぴぃ ） 台場運営業務委託 

プロポーザル参加表明書兼参加資格審査申請書 
 

（ あて先） 港区長 

令和  年  月  日 

事 業 者 名 

所在地 

代表者職・ 氏名印 

担当者氏名 

担当者連絡先 

担当者メ ールアド レ ス  

 

表記業務について公募型プロポーザルに参加したく 、下記のと おり 参加資格の審査を申請します。なお、 本

申請書及び添付書類の全ての記載事項は、 事実と 相違ないこ と を誓約します。  

記 

参加資格内容 申請内容 

① 港区物品買入れ等競争入札参加資格を有すること  
参加資格を  ・  参加資格を 

有する     有しない 

② 地方自治法施行令（ 昭和22 年政令第16 号） 第167 条の４ の規定に該

当しないこと  

規定に該当  ・  規定に該当 

しない     する 

③ 経営不振の状態にないこと  
経営不振の状態に  ・  経営不振の状態に  

ある         ない 

④ 港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（ 平成16 年７ 月30 日16

港政契第238 号） に基づく 指名停止の措置を受けていないこと 。  

措置を受けて ・  措置を受けて 

いない      いる 

⑤ 港区の契約における暴力団等排除措置要綱（ 平成24 年１ 月26 日23 港

総契第1157 号） に基づく 入札参加除外措置を受けていないこ と 。  

措置を受けて ・  措置を受けて 

いない      いる 

⑥ 子育て支援事業の実施または、 子育て支援施設の管理運営の実績を有

すること 。  

運営実績を  ・  運営実績を 

有する        有しない 

⑦ 施設長は、 保育士、 幼稚園教諭資格取得者等の「 児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準」 第３ ８ 条第２ 項に該当する者で、 保育園等の

勤務経験（ ３ 年以上） の常勤職員と すること 。  

施設長要件を ・  施設長要件を 

満たす      満たさない 

⑧ 区内に本店や支店・ 営業所を置かない区外事業者は、 原則と して、 区

内事業者と 共同するこ と 。  

※ 区内事業者又は区外事業者が区内事業者と 協働してプロポーザル選考に参加す

る場合は、 一次審査において、 評価点を優遇します。  

区内事業者 ・  共同 ・  共同 

         する   しない 

⑨ 本店、支店、事業所等のいずれかが、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉

県内のいずれかにある法人又はその他の団体であるこ と 。  
ある  ・   ない 

⑩ 募集要項別紙１ の仕様書に記載している業務を適切に遂行すること が

可能な豊富な実績と 運営・ 実施体制を有していること 。  
有する ・  有しない 



※ いずれかを○で囲んでく ださい。  

※ 各要件は参加表明書提出時点を基準日と します。なお、本件プロポーザル実施期間中またはプロポーザル

による選考後契約締結日までの間において、いずれかの要件を欠く こと になった者に対して、プロポーザル

の参加資格を取り 消し、 または契約を締結しない場合があり ます。  

※ 印刷の際はＡ４ タテ 1 枚（ 両面印刷） と してく ださ い。  

  



様式３  

令和  年  月  日 

 

（ あて先） 港区長 

申請者  共同事業体の名称 

 

共 同 事 業 体 構 成 書 

 

共同事業体名  

 共同事業体所在地  

 

代表事業者名  

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者1 の名称  

 
代表者職氏名  

所在地  

構成事業者２ の名称  

 
代表者職氏名  

所在地  

構成事業者３ の名称  

 
代表者職氏名  

所在地  

 

※記入欄が足り ない場合は、 行の追加等を行い、 提出してく ださ い。  

  



様式３ -２  

令和  年  月  日 

 

（ あて先）  港 区 長 

申請者（ 共同事業体の代表団体）  

共同事業体名 

所在地 

代表事業者名  

代表者職氏名           印 

 

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状 

事業候補者と して申請するため、公募要項に基づき共同事業体を結成し、港区と の間における下記事項に関

する権限を代表事業者に委任して申請します。なお、本事業候補者と なった場合は、各構成事業者は業務の遂

行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行等に関して詳細な協定を取り 交わしたう えで、連

帯して責任を負います。  

 

共同事業体の名称  

共同事業体の所在地  

共同事業体の代表事業者（ 受任者）   構成事業者（ 委任者）  

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

構成事業者（ 委任者）   構成事業者（ 委任者）  

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

共同事業体の成

立、 解散の時期及

び委任期間 

  年  月  日から当該業務履行後３ ヶ月を経過する日まで。 解散の時期は、 構成事業者全

員の同意をも って延長すること ができます。 ただし、 当共同事業体が本件事業の事業候補者と な

らなかった場合は、 ただちに解散します。 また、 当共同事業体の構成事業者の脱退又は除名につ

いては、 事前に区の承認がなければこれを行う こ と ができません。  

共同事業体の代表

事業者の権限 

１  事業候補者選考の申請に関する件 

２  区と の本件業務の契約に係る見積も り 及び契約締結に関する件 

３  請負代金の請求及び受領に関する件 

４  その他契約手続に関する件 

その他 
１  本協定書に基づく 権利義務は他人に譲渡いたしません。  

２  本協定書に定めのない事項については、 構成事業者全員により 協議すること します。  

※共同事業体の構成が４ 以上と なる場合はこの様式に準じて構成事業者欄を増やして作成してく ださい。  

（ 共同事業体代表者用）  



様式３ -３  

委  任  状 
 

令和   年   月   日 

港 区 長 様  

 

 

        所 在 地       

        商号又は名称 

        代 表 者 名                            ㊞ 

 

 

 私は、 下記の者を代理人と 定め、 下記業務に関する次の事項を委任します。  

 

 

          所 在 地 

    受 任 者 商号又は名称  

          役職及び氏名  

 

     

１  業務件名                                   

 

２  委 任 事 項 

( 1)  共同事業体編成に関するこ と 。  

( 2)  事業候補者選考の申請に関する件 

( 3)  区と の本件業務の契約に係る見積もり 及び契約締結に関する件 

( 4)  請負代金の請求及び受領に関する件 

( 5)  その他契約手続に関する件 

 

 

                                            

              

      受任者使用印鑑 

 

（ 共同事業体編成用）  



様式４

　ア　施設又は事業の運営状況

【内訳】

№ 施設名 施設種別
運営形態
（※1）

所在地
（区市町村名)

定員
（人）

延床面積
（㎡）

職員数 事業内容

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

同種・類似施設又は事業の運営実績

（※3）Ａ４タテ、文字フォントはBIZ　UD明朝　Medium、両面印刷で作成してください。

子育て支援施設

（※1）運営形態は、次の区分を記入してください。指定管理者（指定管理）、業務委託（委託）、直営（直営）

（※2）行が不足する場合は、追加してください。

運営開始年月日
（例：2020.4.1）

施設種別

その他児童福祉施設

港区内 港区外

運営か所数

1/2



様式４－２

　イ　代表的な同種又は類似施設の運営・管理実績

施設名

施設種別

運営形態
（直営以外の場
合）委託元

契約件名
契約期間・指定
期間

契約金額(円) 年間経費(円)

建物所在地 建物規模

施設用途 施設定員

施設に勤務す
る職員数

運営内容（業務内容等）

※　施設の実績が複数ある場合は、様式をコピーし、１件につきＡ４タテ１枚以内で作成してください。紙資料と
して提出する際は、片面印刷としてください。書類の不備は、審査時の減点又は失格の対象となる場合がありま
す。

同種・類似施設又は事業の運営実績

　本公募事業と同種又は特に類似している施設・事業について、名称・所在地・規模、運
営形態、特色あるサービス内容等（未就学児を対象とした施設・事業３件以内）

　（　　件目／　　件中）

施設長の運営姿勢、
組織運営の方針

児童福祉への取組

特色あるサービス

その他



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚、 文字フ ォ ン ト は BI Z UD明朝 Medi um、 文字ポイ ン ト は 11pt 以上で作成し 、 紙資料と し て

提出する 場合は、 片面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も の、 パンフ レ ッ

ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５  

  

令和   年   月   日 

 

（ あて先） 港区長 

 

 

                   所 在 地 

  

                   事業者名 

  

 代表者名              印 

  

 

運 営 提 案 書 

 

港区子育てひろばあっぴぃ 台場運営事業候補者募集要項に基づき、 運営についての提案書類

を次のと おり 提出します。  

 

＜提出書類＞ 

  別紙「 運営提案書一覧」 のと おり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事 業 者 名 

担当者氏名 

連絡先住所 〒 

連絡先電話  

Ｆ ＡＸ   

メ ールアド レス 



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -１ (1)  

運 営 提 案 書 

１  基本理念 

(１ )事業展開にあたっての考え方・ 基本方針について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -１ (2)  

運 営 提 案 書 

１  基本理念 

(２ )乳幼児の健全育成の考え方・ 取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚、 文字フ ォ ン ト は BI Z UD明朝 Medi um、 文字ポイ ン ト は 11pt 以上で作成し 、 紙資料と し て

提出する 場合は、 片面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も の、 パンフ レ ッ

ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -２ (1)  

運 営 提 案 書 

２  管理運営 

(１ )責任者（ 施設長候補者） の経歴について（ 勤務した実績）  

氏名・ 年齢  

職種・ 資格等  

 
施設名 施設の種類

職種 

役職等 
特記事項 

（ 主な担当業務内容等）

１   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

２   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

３   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

４   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

５   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

６   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

７   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

８   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

９   年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

10  年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

11  年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

12  年  月 日 から     

 年  月 日 まで 

【 施設長と しての抱負】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -２ (2)  

運 営 提 案 書 

２  管理運営 

(２ )責任者・ 職員の配置（ 配置数、 常勤（ 週５ 日以上勤務）、 非常勤／正規・ 非正規の別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -２ (3)  

運 営 提 案 書 

２  管理運営 

(３ )勤務体制（ ※事業ごと 、 ①月～金曜、 ②土曜③日曜に分けて作成してく ださ い。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -２ (4)  

運 営 提 案 書 

２  管理運営 

(４ )  人材確保・ 職員採用、 人材育成（ 研修）、 職員の定着について 

①人材確保・ 職員採用について（ 採用資格、 実務経験、 雇用形態、 賃金等）  

②職員の人材育成について（ 研修体制・ 期間・ 内容の具体的な提案、 職員間における連携・ 協力

のための取組、 その他独自の取組）  

③職員の定着のための考え方や取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -２ (5)  

運 営 提 案 書 

２  管理運営 

(５ )  職員の欠勤・ 欠員時の対応や補充の流れについて 

（ 業務担当者が事故等により 不在と なった場合に、 担当者と 同等の人員を配置するなど、 事業

の継続性を担保する貴社の体制を明記してく ださ い。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (1)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(１ )年間事業計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (2)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(２ )子育て相談、 援助について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (3)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(３ )在宅子育て支援について（ 父親等の育児参加や外国人への支援、 子育て関連情報の提供、  

生活支援・ 子育て講座等を含めた具体的な提案）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (4)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(４ )地域の子育て家庭の交流促進や子育てサーク ルへの支援についての具体的な提案について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (5)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(５ )保護者と の関わり （ 対応） の考え方・ 取組（ 苦情解決・ サービス向上の取組及び利用者の意

見を反映した仕組みに関するこ と を含む） について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (6)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(６ )障害のある乳幼児への配慮についての考え方・ 取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (7)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(７ )虐待が疑われる乳幼児への対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (8)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

( ８ ) 乳幼児の人権・ 多様性に配慮した事業運営について（ 性的マイノ リ ティ 、 多言語及び多文化

への配慮、 人権に配慮した適切な児童への接し方について）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

様式５ -３ (9)  

運 営 提 案 書 

３  事業内容 

(９ )同種類似の近隣施設、 地域や地元町会等と の連携・ 協力について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

 

様式５ -４ (1)  

運 営 提 案 書 

４  安全対策・ 危機管理 

(１ )事故・ 災害発生時の対応、 区や関係機関への報告・ 連絡体制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

 

様式５ -４ (2)  

運 営 提 案 書 

４  安全対策・ 危機管理 

(２ )個人情報の適切な取り 扱いに関する取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

 

様式５ -４ (3)  

運 営 提 案 書 

４  安全対策・ 危機管理 

（ ３ ） 日常的な乳幼児の活動の安全確保の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



※ Ａ ４ 判タ テ１ 枚（ 両面使用可）、文字フ ォ ント は BI Z UD明朝 Medi um、文字ポイ ント は 11pt 以上で作成し 、

紙資料と し て提出する 場合は、 両面印刷と し てく ださ い（ 別に指定のある も の、 所定様式が定めら れている も

の、 パン フ レ ッ ト 類を 除く 。）。 書類の不備は、 審査時の減点又は失格の対象と なる 場合があり ま す。  

 

様式５ -４ (4)  

運 営 提 案 書 

４  安全対策・ 危機管理 

( ４ ) 乳幼児の健康管理・ 施設の衛生管理（ 新型コロナウィ ルス感染症をはじめと した感染症対策

含む） の取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式６  

 

港区子育てひろ ば（ あっ ぴぃ ） 台場運営業務委託 

プロ ポーザル参 加 辞 退 届  
 

 

令和  年  月  日 

 

（ あて先） 港 区 長 

 

 

 

提出者） 本社所在地                 

 

事 業 者 名                 

 

代表者氏名               ○印 

 

 

 

 標記業務のプロ ポーザルに基づく 選考への参加を 辞退いたし ま す。  

 

 

 

 

 

 

 

（ 連絡先） 担当者所属                       

 

担当者氏名                       

 

Ｔ  Ｅ  Ｌ                        

 

Ｆ  Ａ  Ｘ                        

 

メ ールア ド レ ス                        
 

  


